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　Suppose that a duopolistic manufacturer sells its products to two markets through its affiliated retailers. Also suppose that 
the manufacturers compete in price and the retailers do so in each stage. Then, if the manufacturers extract franchise fee from 
their retailers, the choice of exclusive territory is a dominant strategy. But if they do not, the choice is a dominant strategy only 
when the degree of product substitution is sufficiently high,whereas  not to choose is a dominant strategy when their products 
are differentiated to some extent. Further, if they can choose to extract franchise fee or not, extracting it and choosing exclusive 









いて Rey and Tirole（1986）は , 単一チャネルの効率的運
営の観点から , 生産者がフランチャイズ料を徴収するので





想定した上で Rey and Stiglitz（1995）は , フランチャイズ
料が徴収される場合には , ブランド内競争を緩和するため
にテリトリー制が導入されると論じている。これにたいし
て Dobson and Waterson（1996）や Mycielski et.al.（2000）
は , 生産者がフランチャイズ料を徴収しない状況では , 財
が十分に同質的な場合にはテリトリー制が導入されるが ,
ある程度差別化されていればテリトリー制は導入されない
と指摘している 1)。つまり Rey and Stiglitz（1995）, Dobson 
and Waterson（1996）, Mycielski et.al.（2000） の い ず れ
においても , 生産者がフランチャイズ料を徴収するか否か
については外生的に扱われている。


















とする。ここで ,qim は市場 m での第 i 財（i=1,2）の消費量 ,a
（> 0）および b（∈ [0, 1]）はパラメータである。彼は , 市
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と定式化される。この極大化条件（∂CSm / ∂qim= a-qim-bqhm-
pim= 0（i=1,2,  h=1,2, i≠h））を pim（i=1,2）について解けば，
市場 m での第 i 財の逆需要関数
　　　　pim= a-qim-bqhm ,
が導かれる。
　各生産者は限界（= 平均）費用 c（< a）で財を生産し ,
生産者 i によって生産された第 i 財はその系列下にある 2
人の小売業者 i j（ j=1,2）を介して市場 m（m=1,2）に供給
されるものとする。このとき上記の逆需要関数は
　　　　　　　　i ,h=1,2,  j, k =1,2,  and  i≠h,  j≠k　　   （1）
と表される 2)。ここで ,qi jm は小売業者 ij による市場 m で
の第 i 財の販売量である。また , このときの社会的余剰（=
経済厚生）は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （2）
によって計算される。
　この節では次のような 3 段階ゲームについて検討する。
まず第 1 段階において各生産者は , テリトリー制を導入し
て各市場で販売する小売業者を 1 人にするか , またはテリ
トリー制を導入せずに各市場で販売する小売業者を 2 人に
するかを選択する。次に第 2 段階において各生産者は , ラ
イバル生産者の出荷価格を所与として , 自らの利潤を最大
にするように出荷価格を設定する。これを受けて第 3 段階




3 節で検討する）。以下では , この 3 段階ゲームの部分ゲー
ム完全均衡を , 第 1 段階の生産者の選択ごとに場合分けし ,
後方帰納法によって求める。
2-1　両生産者がともにテリトリー制を導入する場合
　まず , 第 1 段階において両生産者がともにテリトリー
制を導入する場合を検討する。各生産者によって市場 m 
(m=1,2) をテリトリーとして与えられる小売業者を i j, hj,
市場 n (n=1,2  and  m≠n) を与えられる小売業者を ik, hk と
する。このとき , 市場 m における第 i 財の逆需要関数は
で与えられる（図 1 を参照）3)。
　小売業者の行動
　第 3 段階において小売業者 i j は , 生産者 i (= 1,2) が設定
した出荷価格 wi および市場 m 内のライバル小売業者 hj が
設定する小売価格 phjm を所与として , 自らの利潤 yij を最大
にするように小売価格 pijm を設定する。この小売業者の意
思決定問題は
と定式化される。上式の極大化条件（∂yi j / ∂pi jm= 0）より , 反
応関数
が導かれる。同じ市場 m 内の小売業者 ij, hj の反応関数を
連立して解けば , 小売業者 ij の設定する小売価格は
で与えられる。また , このときの第 i 財の市場 m における
販売量および小売業者 ij の利潤は , それぞれ
と計算される。
　生産者の行動
　上述した小売業者の行動を予想する生産者 i は , 第 2 段
階において , ライバル生産者の出荷価格 wh を所与として ,
自らの利潤を最大化するように出荷価格 wi を決定する。第
i 財の総販売量は q i =qijm+qikn であるから , 生産者 i の意思
決定問題は
と定式化される。上式の極大化条件（∂π i / ∂w i=0）より ,
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図１　両生産者ともにテリトリー制を導入する場合


















で与えられる。ここで , 上付き添え字の T はテリトリー制
を導入していることを表し , N はフランチャイズ料を徴収
しないことを表す。またコンマの前の記号（ここでは TN）
は自らの選択を表し , コンマの後の記号（同）は相手の選
択を表す。このときの販売量 , 小売価格 , 小売業者と生産
者の利潤 , 消費者余剰 CS, 社会的余剰 SS などの諸変数の値
は , 表 1 の第 1 列にまとめられている。
2-2 両生産者がともにテリトリー制を導入しない場合
　次に , 両生産者がテリトリー制を導入しない場合を想定
する。この場合の各市場 m における第 i 財の逆需要関数は
（1）式で与えられる。
　小売業者の行動
　第 3 段階において小売業者 ij は , 生産者 i が設定した出
荷価格 wi , 他の 3 人の小売業者が各市場で設定する小売価
格 pikm, phjm, phkm および pikn, phjn, phkn を所与として , 自らの
利潤を最大にするように小売価格 pijm, pijn を設定する（図
2 参照）。ただしこの場合 , 小売業者 ij と小売業者 ik が各市
場で同質財のベルトラン競争を行うことにより , 設定され
る小売価格は
                pijm= pikm=w i ,　　　　　　　　　　　    （10）
で与えられ , 小売業者の利潤はゼロとなる。また , このと
きの市場 m における第 i 財の販売量は ,
と計算される。
　生産者の行動
　上述した小売業者の行動を予想する生産者 i は , 第 2 段
階において , ライバル生産者の出荷価格 wh を所与として ,
自らの利潤を最大にするように出荷価格 wi を設定する。い
ま ,q i≡Σj,mq ijm=q ijm+q ijn+q ikm+q ikn に留意すれば , 生産者 i の
意思決定問題は
と定式化される。この極大化条件（∂π i / ∂w i=0）より , 反
応関数
が導かれる。これを連立して解けば , 出荷価格は
となる。ここで , 上付き添え字の M はテリトリー制を導入
しないことを表す 4)。このときの諸変数の値は , 表 1 の第
4 列にまとめられている。
2-3 両生産者の選択が非対称の場合
　この節の最後に , 第 1 段階において , 一方の生産者 i がテ
リトリー制を導入し , 他方の生産者 h がテリトリー制を導
入しない場合を検討する。この場合 , 生産者 i の 2 人の小
売業者は , 割り当てられたテリトリーにおいて生産者 h の
2 人の小売業者と競争する。一方 , 生産者 h の 2 人の小売
業者は , 生産者 i の 1 人の小売業者および生産者 h の他の
小売業者と競争することになる。
　以下では , テリトリー制を導入する生産者 i が , 小売業者
i j（ik）に市場 m（n）をテリトリーとして与えるものとする。
















































　　　　　　　   （14-2）
表１　両生産者がフランチャイズ料を徴収しない場合の均衡解
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　小売業者の行動
　テリトリー制を導入するチャネルの小売業者 ij は , 生産
者 i が設定した出荷価格 wi およびテリトリーである市場 m
において競合する小売業者 hj, hk が設定する小売価格 phjm , 
phkm を所与として , 自らの利潤 yij を最大にするように小売
価格 pijm を設定する（図 3 参照）。ここで第 h 財に関する
同質財のベルトラン競争（phjm = phkm = wh）に留意して販
売量について解けば ,(14-1)~(14-2) 式は
と書き換えられる。ゆえに小売業者 ij の意思決定問題は
と定式化される。この極大化条件（∂y i j / ∂p i jm=0）より ,
小売業者 ij が設定する小売価格は




　上述した小売業者の行動を予想する生産者 i は , 他の生
産者の出荷価格 wh を所与として , 自らの利潤 πi を最大に
するように出荷価格 wi を設定する。このとき , テリトリー
制を採用する生産者 i の意思決定問題は
と定式化される。この極大化条件（∂π i / ∂w i=0）より , 反
応関数
を得る。一方 , テリトリー制を採用しない生産者 h の意思
決定問題は
と定式化され , 極大化条件（∂π h / ∂w h=0）より , 反応関数
が導かれる。これらの反応関数を連立して解けば , 出荷価
格は







　　　πTN,TN <πM,TN  and  πTN,M <πM,M,    if  0 < b < 0.9121
　　　πTN,TN <πM,TN  and  πTN,M >πM,M,    if  0.9121< b < 0.9716
　　　πTN,TN >πM,TN  and  πTN,M >πM,M,    if  0.9716 < b < 1
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(1) 式の需要関数のもとで , 生産者がフランチャイズ料を徴
収しない状況では , 財が十分に同質的（0.9716 < b < 1）な
場合には各生産者にとってテリトリー制を選択すること
が支配戦略であるが , ある程度差別化（0 < b < 0.9121）さ
れていればテリトリー制を選択しないことが支配戦略であ


















2 節とは異なる結果であり , テリトリー制の採否はフラン
チャイズ料を徴収するか否かに依存することになる。
3-1　両生産者がともにテリトリー制を導入する場合
　まず , 第 1 段階において両生産者がテリトリー制を導入
する場合を検討する。2-1 項と同様に , テリトリーとして
市場 m を与えられる小売業者を i j, hj, 市場 n を与えられる
小売業者を ik, hk とする。また , 市場 m における第 i 財の
逆需要関数は (3) 式で与えられる。
　小売業者の行動
　第 3 段階において小売業者 i j は , 生産者 i が設定する出
荷価格 wi とフランチャイズ料 Fi , およびテリトリー m 内の
ライバル小売業者 hj が設定する小売価格 phjm を所与とし





えられる。したがって , このときの第 i 財の市場 m におけ
る販売量および小売業者 i j のフランチャイズ料控除前の利
潤は , それぞれ (7-1) および (7-2) 式である。
　生産者の行動
　このような小売業者の行動を予想する生産者 i は , 第 2
段階において , ライバル生産者の出荷価格 wh を所与として ,
各小売業者 i j に非負の利潤を与えるという制約のもとで ,
自らの利潤 πi を最大にするように出荷価格 wi とフランチャ
イズ料 Fi を設定する。この生産者 i の意思決定問題は
と定式化される。制約条件が等号で成立することに留意
し ,(6),(7-1),(7-2) 式を考慮すれば , 上式で表現された制約条
件付き最大化問題は
へと改められる。この極大化条件より , 反応関数
が導かれる。これらの反応関数を連立して解けば , 生産者 i
が設定する出荷価格は
となる。ここで , 上付き添え字の F はフランチャイズ料を




















　第 1 段階において , 生産者 i はテリトリー制を導入し , 生
産者 h はテリトリー制を導入しないという非対称な状況を
想定する。2-3 節と同様に , 生産者 i は小売業者 i j（ik）に
市場 m（n）をテリトリーとして与えるとする。このとき




イズ料を徴収しない場合と同じで ,(16) 式および phjm = phkm 




　このような小売業者の行動を予想する生産者 i は , 第 3
段階において , 生産者 h が設定する出荷価格 wh を所与とし
て , 小売業者 i j,ik に非負の利潤を与えるという制約のもと
で , 自らの利潤 πi を最大にするように出荷価格 wi とフラン
チャイズ料 Fi を設定する。テリトリー制を採用する生産者
i および採用しない生産者 h の意思決定問題は , それぞれ
と定式化される。これらの極大化条件より , 生産者 i の反
応関数は wi = c となり , また生産者 h の反応関数は (19) 式
となる。これらの反応関数を連立して解けば , 出荷価格は







　　　πTF,TF >πM,TF  and  πTF,M >πM,M,
が成立する（図 5 参照）. すなわち , ライバル生産者の選択










　価格 - 価格競争でテリトリー制が導入される理由は ,2 節
でも述べたように , テリトリー制を導入すれば小売価格設
定のタイミングが遅くなり , 後手の利を得ることができる













　第 1 段階における各生産者の選択肢は ,TF（テリトリー
制を導入してフランチャイズ料を徴収する）,TN（テリト
リー制を導入してフランチャイズ料を徴収しない）,M（テ
リトリー制を導入しない）の 3 つであり , これらを組み合
わせた 9 通りの状況がある。ただし , 生産者の立場を入れ
替えれば同じになる 2 通りを 1 通りとして扱えば , 実際の
















ここでは生産者 i が TN, 生産者 h が TF であるとする。




　第 2 段階での意思決定問題は ,TN の生産者 i については
2.1 節の生産者と同じで , 反応関数は (8) 式で与えられる。
TF の生産者 h については 3.1 節の生産者と同じで , 反応関
数は (21) 式で与えられる。これら 2 つの反応関数を連立し
て解けば , 出荷価格は






　　　πTN,TN <πM,TN < πTF,TN ,　  if  0 < b < 0.9716,
　　　πM,TN <πTN,TN < πTF,TN ,　  if  0.9716 < b < 1,
　　　πTN,M <πM,M < πTF,M ,　  if  0 < b < 0.9121,
　　　πM,M <πTN,M < πTF,M ,　  if  0.9121 < b < 1,
　　　πTN,TF <πM,TF < πTF,TF ,　  if  0 < b < 0.9214,
　　　πM,TF <πTN,TF < πTF,TF ,　  if  0.9214 < b < 1,
が成立することから , 生産者にとっては TF（テリトリー制
を導入しフランチャイズ料を徴収する）が支配戦略である。














の状況を 2 節のテリトリー制を導入しない場合での（M, M）
































は , テリトリー制の導入（= 後手の選択）は支配戦略であり ,
また双方がテリトリー制を導入しない（= 先手を選ぶ）状
況よりも , 双方がテリトリー制を導入する（= 後手を選ぶ）
状況の方が生産者の利潤は大きくなる。これは , テリトリー










Exclusive Territories under Price-Price Competition between Channels








2) 以下では , 誤解が生じない限り、i,h と j,k についての
但し書きを省略する。
3) 以下では ,m, n についての但し書きを省略する .
4) M を選択している以上 , 必然的にフランチャイズ料は
徴収できない。ゆえに , フランチャイズ料を徴収しな
いことを表す N の記号は省略する。
5) この結果は Mycielski et.al.（2000）において導かれている。
6) 垂直的分離に伴う競争緩和効果については ,Bonanno 
and Vickers (1988) 等を参照のこと。
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